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Ⅰ．調査の目的
　中央教育審議会は，２００７年３月に「人材確保法や教
職員給与の在り方について」を答申したが，この審議の
ために委託調査研究として行われたのが，職務や給与，
多忙感などの質問項目を含んだ「教員勤務実態調査」で
ある。
　２００８年の答申では，教員が子どもと向き合う時間の確
保や負担軽減が明確に打ち出され，これらは２００９年度
以降の都道府県教育委員会に対する調査研究事業として
推進されている。また，２０１２年には徳島県教育委員会
でも，勤務実態調査や意識調査が行われ，各都道府県教
育委員会からも教職員を対象にした調査やまとめが報告
されている。徳島県教育委員会は２０１８年１１月２７日に
長時間労働が常態化している教職員の働き方改革に向け
た取り組み指針「とくしまの学校における働き方改革プ
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抄録：本研究は，質問紙調査から，教職員の負担感及び市町村教育委員会の多忙化対策の現状を明ら
かにすることが目的である。調査の結果，独自の勤務実態調査を実施した市町村は４７.４％であり，そ
のうち６６.７％が公表していない。教職員の負担感が大きい項目は，保護者の苦情対応及び児童の問題
行動への対応であり，負担感が小さい項目は，朝学習の指導及び清掃指導である。平日の勤務時間外
に多い仕事は，部活動の指導，教材研究及び保護者対応であり，休日で多い仕事は，部活動の指導，
成績処理及び学校行事の準備である。多忙化解消検討委員会の設置及び多忙化解消プラン策定につい
ては，殆どの市町村で未定である。また，市町村教育委員会が考えている教職員の多忙化の原因は，
部活動の指導，保護者対応及び生徒指導であり，多忙化解消支援策は，部活動休養日の設定，学校完
全閉庁日の設定及び時間外勤務に対する意識の啓発であることが分かった。
キーワード：市町村教育委員会　教員勤務実態調査　多忙　教育施策
Abstract：The purpose of this study is to clarify the curent situation of the hardship of school teachers and 
countermeasures for balancing work/life of them by the municipal board of education through the questionnaire 
survey. As a result of the survey, 47.4% of the municipalities conducted their own work/life balance surveys, 
but 66.7% of which were not publicized. The major burdens for teachers are responding to complaints of 
parents and responding to problematic behaviors of children. The less burdensome items are the instructions for 
early-morning study and for cleaning. Most of the weekday excess works are supporting/instructing club 
activities, preparing teaching materials, and meeting with parents. On holidays, most duties are 
supporting/instructing club activities, scoring grades and preparing for school events. The establishment of the 
busyness elimination review commitee and the creation of a busyness elimination plan are undecided in most 
municipalities. In addition, the causes of the busyness of teachers considered by the municipal board of 
education are supporting/instructing club activities, meeting parents, and guidance for children. The measures 
to eliminate such busyness are seting a day of no club activities, seting a school closed day, and raising 
awareness of overtime work.
Keywords：municipal board of education, survey of teachers’ actual work conditions, overwork, educational 
policy
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ラン」をまとめ，２０２０年度までに「月の時間外勤務時
間を２０１７年度比で２５％減らす」業務改善を目指してい
る。小学校及び中学校のほとんどが市町村立であるため，
市町村教育委員会は服務監督権者として積極的な対策が
求められているが，市町村の教育行政を対象にした教職
員の多忙化解消に関する調査研究は少ない。本調査は教
職員の多忙化解消が求められる中で，徳島県内各市町村
教育委員会が独自に実施した勤務実態調査，多忙化解消
プランの策定，負担感が大きい項目及び多忙化解消支援
策等の現状を明らかにすることが目的である。
Ⅱ．調査の方法
　質問紙では，徳島県内の市町村教育委員会を対象に，
各教育委員会の勤務実態調査の実施や多忙化解消支援策
などについて調査を行い，単純集計から得られた調査結
果の概要をまとめた。なお，一部の市町村は電話確認を
行った。
調査名：「徳島県市町村教育委員会に係る教職員の多忙
化解消に関する調査」
・実施時期：２０１９年２月１日
・対象者：徳島県市町村教育委員会（８市１５町１村）
・有効回答数：１９件（有効回答率７９.２％）
・主な質問項目
１　勤務実態調査実施及び公表
２　負担感が大きい項目及び小さい項目
３　勤務時間外に多い仕事及び休日に多い仕事
４　市町村教育委員会が考える多忙化の原因
５　多忙化解消検討委員会設置及び多忙化解消プラン策
定状況
６　根拠規定
７　多忙化解消支援策
Ⅲ．市町村教育委員会に係る教職員多忙化解消に関する
調査結果
１．市町村独自の勤務実態調査の実施及び公表状況
　表１は，市町村教育委員会における教職員の多忙化解
消に関する独自の実態調査実施状況等をまとめたもので
ある。多い順に，実態調査を実施した（４７.４％），未定
（４７.４％），予定なし（５.２％），実施する予定（０.０％）で
ある。実施した市町村の内訳は，市（６２.５％），町村
（３７.５％）である。表２は，市町村教育委員会独自の調査
結果の公表についてまとめたものである。公表していな
い（６６.７％）が最も多く，順にその他（３３.３％），自治体
ホームページ（０.０％），自治体広報紙（０.０％）である。
その他の内容は，教育委員会及び校長会での報告，議会
答弁である。
２．負担感が大きい項目及び負担感が小さい項目
　表３は，市町村教育委員会独自の調査結果から負担感
が大きかった項目をまとめたものである。最も負担感が
大きいのは，保護者・地域からの要望・苦情等への対応
（８８.９％），児童・生徒の問題行動への対応（８８.９％）で
ある。次に，国や教育委員会からの調査やアンケートの
対応（６６.７％），研修会や教育研究の事前レポートや報告
書の作成（４４.４％），成績一覧表・通知表の作成・指導要
録の作成（４４.４％），PTA活動に関する業務（参加・会
計・事務処理）（３３.３％），月末の統計処理や教育委員会
への報告文書（２２.２％），児童・生徒・保護者アンケート
の実施・集計（１１.１％），備品・施設の点検整備・修繕
（０.０％），週案・指導案の作成（０.０％）である。
　表４は，市町村教育委員会独自の調査結果から，負担
感が小さかった項目をまとめたものである。朝学習・朝
読書の指導・放課後学習の指導（７７.８％）が最も負担感
が小さく，順に清掃指導・教室等の環境整備（６６.７％），
副教材の採択（選定作業・採択委員会）（４４.４％），教材
研究・教材作成・授業の準備（２２.２％），危機管理（不審
者，学校侵入への対応）（１１.１％），学校行事の事前準備・
当日の運営・後片付け（１１.１％），学校行事の年間計画策
定・各種行事の企画（１１.１％），学年・学級通信の作成，
掲示物等の作成・掲示（１１.１％），児童・生徒・保護者と
の教育相談（０.０％），特別な支援が必要となる児童・生
徒への対応（０.０％），その他（０.０％）であり，一般的な
教育活動の遂行については，負担感を感じていないこと
が分かる。
３．勤務時間外で多い仕事及び休日に多い仕事
　表５は，市町村教育委員会独自の調査結果から平日の
勤務時間外に多い仕事をまとめたものである。部活動の
指導（１００.０％）は全市町村である。順に教材研究・授業
の準備（５５.６％），保護者・PTA対応（５５.６％），提出物
や成績の処理（４４.４％），学校行事の準備（４４.４％），試
験問題の作成及び採点（３３.３％），児童・生徒指導（３３.３％），
校務分掌に係る業務（２２.２％），資料や報告書の作成
（２２.２％），課外授業・補習授業（１１.１％），学年・学級経
営（１１.１％），集金等の事務処理（１１.１％），その他（０.０％）
である。
　表６は，市町村教育委員会独自の調査結果から休日に
多い仕事をまとめたものである。部活動の指導（１００.０％）
は全市町村である。順に提出物や成績の処理（４４.４％），
学校行事の準備（４４.４％），教材研究・授業準備（３３.３％），
試験問題の作成及び採点（３３.３％），児童・生徒指導
（２２.２％），保護者・PTA対応（２２.２％），学年・学級経営
（１１.１％），校務分掌に係る業務（１１.１％），資料や報告
書の作成（１１.１％），課外授業・補習授業（０.０％），集金
等の事務処理（０.０％），その他（０.０％）である。部活動
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は勤務時間外における日常的な活動といえる。
４．徳島県市町村教育委員会の多忙化解消支援策
　以下は市町村独自の実態調査の実施に関わりなく全市
町村教育委員会を対象にしたものである。
　表７は，市町村教育委員会における多忙化解消検討委
員会の設置についてまとめたものである。未定（８９.４％）
が最も多く，設置予定（５.３％），予定なし（５.３％），設置
済（０.０％）である。１市が設置予定であり，１町が設置
予定なしである。
　表８は，市町村教育委員会に係る多忙化解消プラン策
定についてまとめたものである。未定（８４.２％）が最も
多く，　策定予定（１０.５％），策定しない（５.３％），策定
済（０.０％）である。２市が策定予定であり，１町が策定
しないであるが，「とくしまの学校における働き方改革プ
ラン（徳島県教育委員会平成３０年１１月）」には，市町
村教育委員会版「学校における働き方改革指針」の作成
がすでに明記されている。
　表９は，市町村教育委員会の働き方改革や多忙化解消
の方針を周知徹底するために実施したことをまとめたも
のである。その他（５７.９％）が最も多く，特にしなかっ
た（２６.３％），研修をした（１５.８％），宣言をした（０.０％）
である。その他は４市７町であり，主な内容は，校長会
での周知及び教育委員会での協議である。研修をしたの
は２市１町である。
　表１０は，市町村教育委員会における多忙化解消推進の
根拠としている規定をまとめたものである。基づく規定
はない（５７.９％）が最も多く，次いでその他（２１.１％），
衛生管理規定（１０.５％），県条例準用（１０.５％），健康障
害防止対策要綱（５.３％）である。その他の主な内容は，
ストレスチェック制度実施要項及び公立学校の教師の勤
務時間の上限に関するガイドラインである。多忙化解消
は推進するが根拠としている規定がないと考えている市
町村が徳島県内で過半数を占めていることが明らかに
なったが，労働安全衛生法は公立学校も適用対象である。
厚生労働省「脳血管疾患及び虚血性心疾患の認定基準」
では，発症前１か月間に１００時間又は発症前２か月間な
いし６か月間にわたって，１か月あたり８０時間を超える
時間外労働が認められる場合は，業務と発症の関連は強
いとされている。労働基準法，労働安全衛生法，学校保
健安全法に基づき，在校時間の長時間化による健康被害
がないような職場環境の実現に向ける必要がある。
　表１１は，市町村教育委員会が考えている教職員の多忙
化の原因についてまとめたものである。５０％以上の市町
村が原因と感じている項目は，部活動の指導（９４.７％），
保護者への対応（８９.５％），児童・生徒指導（６８.４％），
出張・研修会への参加（５７.９％），各種調査・アンケート
等の処理（５７.９％）である。以下主なものは順に，特別
な支援を要する児童生徒への対応（４２.１％），研究校・学
校課題指定校（４２.１％），校務分掌に係る業務（３６.８％），
学校行事（３１.６％），外部との連絡調整（２６.３％），教材
研究・教材準備（２６.３％），作品募集に係る業務（２６.３％）
である。
　表１２は，市町村教育委員会の教職員へのメンタルヘル
ス対策をまとめたものである。最も多いのは，共済組合
と連携し健康相談事業を行っている（４２.１％），順にその
他（３６.８％），なし（２６.３％），元職員を採用し相談体制
をとっている（５.３％）である。
　表１３は，市町村教育委員会の具体的な多忙化解消支援
策についてまとめたものである。５０％以上の市町村が実
施した項目は，部活動休養日の設定（９４.７％），夏季休業
中等の学校完全閉庁日の設定（８４.２％），時間外勤務の意
識啓発（７３.７％）である。以下順に，部活動指導員の増
員（２６.３％），勤務時間把握のための出退勤システム導入
（１０.５％），その他（１０.５％），勤務時間外の電話対応や家
庭訪問は行わない（０.０％），登校時間の設定（０.０％），な
し（０.０％）である。
　表１４は，各市町村教育委員会が実施した意識改革の取
り組みに関する自由記述をまとめたものである。最も多
いのは，「空白」或いは意識改革の取り組みを「していな
い」と記入した市町が３６.９％であった。一方，実施した
市町の具体的な意識改革の取り組みとしては，管理職の
意識改革，管理職が指導する，校長と連携するが多く，
他には各教職員に勤務時間の管理を促す，タイムカード
導入により意識向上を図る，話し合ってできることをま
とめるなどと記入されていた。全県的な現状が分かると
期待したが，約４割の市町は意識改革の取り組みに関し
ては，記入できない状況であると推測される。
５．部活動対応策等の取り組み
　表１５は，中学校教員の部活動を含む課外活動の指導時
間が長いことに対する市町村教育委員会の部活動対応策
についてまとめたものである。最も多いのは，毎週２日
部活動を休みにしている（７８.９％）であり，順に毎週１
日部活動を休みにしている（２１.１％），教諭以外の学校現
場内の職員（講師や実習助手）による単独指導・単独引
率を認めている（１０.５％），その他（１０.５％）である。
　表１６は，市町村教育委員会の成績処理及びその他の事
務処理の効率的な対策をまとめたものである。５０％以上
の市町村が実施した対策は，校内LANの整備（７８.９％），
校務用コンピュータの整備（７３.７％），出欠管理・成績処
理・通知表・指導要録の一元化を図る校務支援システム
の整備（５７.９％）である。以下主なものは順に，文書の
様式や事務手続きの簡略化の推進（３６.８％），学校徴収金
の事務処理方法の改善（３１.６％），事務連絡等送付時の鑑
の省略（２６.３％），校務用コンピュータを用いて指導要録
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が作成できるような規定等の整備（２１.１％），授業情報の
共有（２１.１％），ICT活用研修（１５.８％），その他（５.３％），
なし（０.０％）である。
　表１７は，市町村教育委員会の教職員研修への負担軽減
や充実のための各種研修に対する改善策をまとめたもの
である。圧倒的に多いのは，なし（８４.２％）である。以
下順に，校外研修で近くにサテライトがあれば参加数を
増やす（１０.５％），校内研修でテレビ会議システムを利用
し大学教員による質の高い研修を行う（５.３％），その他
（５.３％）である。経済協力開発機構（OECD）の調査にお
いて，小中学校の教員は他の先進国と比べて仕事時間が
最も長い一方，教員としての能力を上げるために用いて
いる時間が短いと言われている。
　表１８は，市町村教育委員会が夏季休業中などに導入し
ている柔軟な働き方についてまとめたものである。なし
（５２.６％），その他（４７.４％），朝方出勤（０.０％），時差出
勤（０.０％）である。その他として主なものは，学校閉庁
日設定，育児短時間勤務及び年休取得奨励である。
Ⅳ．考察と所感
１．調査結果から見えること
　平成３１年４月１日から「働き方改革関連法」が順次
施行され，すべての職場において働き方が見直されよう
としている。学校における教職員の多忙については古く
て新しい問題であり，いろいろな取り組みがなされてき
たが，勤務時間の長さが今も大きな問題となっている。
今回の調査は，多忙化解消に関する各市町村教育委員会
独自の勤務実態調査の実施，検討委員会の設置，多忙化
解消プランの策定，負担感が大きい項目，平日の時間外
に多い仕事及び市町村教育委員会が考えている多忙化の
原因等を明らかにすることであるが，今回の主な調査結
果を振り返ってみる。
　⑴徳島県市町村教育委員会独自の勤務実態調査の実施
率は，２０１９年２月時点で４７.４％であり，その内６６.７％
が公表していなかった。わずかに２市町が議会答弁，教
育委員会及び校長会で示した程度であった。一般的な広
報媒体である自治体ホームページや広報紙を利用し，民
意に支えられた働き方改革を進める必要があると考えら
れる。勤務実態調査の実施について未定が４７.４％，多忙
化解消委員会設置について未定が８９.４％，多忙化解消プ
ラン策定について未定が８４.２％もあるが，「とくしまの学
校における働き方改革プラン（徳島県教育委員会　平成
３０年１１月）」には，市町村教育委員会版「学校におけ
る働き方改革指針」の作成がすでに明記されており，早
期の勤務実態調査が望まれる。総合教育会議において主
宰者である首長を交え，多忙化解消について協議するな
ど，学校の働き方改革支援体制を学校設置者と共に手厚
くすることは重要なことであると考えられる。
　⑵市町村独自の勤務実態調査結果から教員の負担感が
大きい主な項目及び負担感が小さくない主な項目は，①
保護者・地域からの要望・苦情等への対応，②児童・生
徒の問題行動への対応，③国や教育委員会からの調査や
アンケートの対応，④児童・生徒・保護者との教育相談，⑤
特別な支援が必要となる児童生徒への対応，⑥不審者等
危機管理，⑦学校行事の準備・運営及び学級通信の作成
である。教員の負担感が小さい主な項目及び負担感が大
きくない主な項目は，①朝学習・朝読書・放課後学習の
指導，②清掃指導・教室等の環境整備，③副教材の採択（選
定等），④備品・施設の点検整備・修繕，⑤週案・指導案
の作成及び児童・生徒・保護者アンケートの実施集計と
いう順であった。教育活動において，教職員と保護者の
役割やタスク分担が必要な根拠はここにあると考えられ
る。
　⑶市町村独自の勤務実態調査結果から平日の勤務時間
外に多い主な仕事は，①部活動の指導，②保護者・PTA
対応，③教材研究・授業準備，④提出物や成績処理，⑤
学校行事の準備である。多くない主な仕事は，①課外授
業・補習授業，②学年・学級経営，集金等の事務処理で
ある。休日に多い主な仕事は，①部活動の指導，②提出
物や成績の処理，③学校行事の準備である。多くない主
な仕事は，①課外授業・補習授業，②学年・学級経営，
③校務分掌に係る業務，④資料や報告書の作成，集金等
の事務処理であった。一方，市町村教育委員会が考えて
いる教職員の多忙化の原因は，順に①部活動の指導，②
保護者への対応，③児童・生徒指導，④出張・研修会へ
の参加，⑤各種調査・アンケート等の処理，⑥特別な支
援を要する児童生徒への対応，⑦研究校・学校課題指定
校，⑧校務分掌に係る業務，学校行事，外部との連絡調
整，教材研究・教材準備，⑨作品募集に係る業務である。
　この結果から，部活動の指導は，平日の勤務時間外と
休日に多い仕事の第１位であり，教育委員会が考えてい
る多忙化原因の第１位でもあり，合致する。対策として，
部活動休養日の設定はほとんどの市町村で実施し，多く
は毎週２日休みにしているが，部活動指導員の増員の取
り組みは少ない。ここでは更なる対策が必要であると考
える。
　意識改革の取り組みに対する自由記述欄には，空白及
びしていないが３６.９％と多く，市町村教育委員会では多
忙化解消の動きが始まったところのようである。また，
市町村教育委員会の教職員研修への負担軽減や充実のた
めの各種研修に対する改善策について，なしが８４．２％
と多いが，経済協力開発機構（OECD）の調査において，
小中学校の教員は他の先進国と比べて仕事時間が最も長
い一方，教員としての能力を上げるために用いている時
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間が短いと言われており，教員研修の負担軽減や充実を
図り職能開発の時間を確保したいものと考える。
２．市町村教育委員会に係る教職員の多忙化解消充実に
向けて
　「学校組織全体の総合力を高める教職員配置とマネジ
メントに関する調査研究」（大杉昭英２０１７）は，学校の
運営に関わる業務や外部対応に関わる業務は海外では教
員は担当せず，日本では児童生徒の指導に関わる業務に
ついて他の国の教員よりも多く担当しているが，これま
での日本の教職員等指導体制には，固有の良さがあり継
承していくべき点も多いと報告している。国立教育政策
研究所は，日本が初めて参加したOECD「国際教員指導
環境調査（TALIS２０１３）」の勤務時間に注目し，教員の
１週間の勤務時間は，５３.９時間で参加国中最長であり，平
均３８.３時間より約１５.６時間長い。内訳をみると，課外
活動は７.７時間で平均２.１時間より５.６時間長い。事務業
務は５.５時間で平均２.９時間より２.６時間長い。授業計
画・準備は８.７時間で平均７.１時間より１.６時間長い。授
業時間は１７.７時間で平均１９.３時間より１.６時間短いとま
とめている。最近報告されたOECD「国際教員指導環境
調査（TALIS２０１８）」では，勤務時間は前回より２.１時間
長い５６.０時間であり，平均の３８.３時間を大きく上回った。
内訳をみると，部活などの課外指導７.５時間と事務業務
５.６時間は参加国で最長であり，授業時間１８.０時間は平
均の２０.３時間より短く，知識や専門性を高めるための職
能開発に費やした時間は０.６時間で最も短いと報告され
ている。こうした状況から，どこに重点を置き，タスク
配分が必要か，広い視野で検討する必要があろう。
　社会の激しい変動にともない，市町村教育委員会は教
育課題に次から次へと直面しているが，各教育委員会が
自主的・先進的に多忙化解消支援策を計画し，教育行政
専門職を中心に指導行政を一層充実させる必要がある。
多忙感として感覚的なとらえ方にとどまらず，現状認識
の共有と教職員への多忙化解消支援策が教育行政に位置
づけられることが重要であると考える。「とくしまの学校
における働き方改革プラン（徳島県教育委員会平成３０年
１１月）」においては目標に向けた行程表も広く公表され，
市町村教育委員会は「管理職への働き方に関するマネジ
メント研修」などに取り組むことが明記されており，部
活動など授業以外で子どもと交流することは大切なこと
であるが，業務を見直し仕事時間を減らすこと及び教員
の能力向上のための職能開発の機会を充実させる必要性
をOECD「国際教員指導環境調査」の結果は示しており，
これらは市町村教育委員会の喫緊の課題となっていると
いえよう。多様化した課題を解決し，教員が子どもと向
き合う時間を確保するためには，コミュニティスクール
の導入やチーム学校を目指した社会福祉及び教育専門職
の配置，時間外の電話対応などに対する財政的支援と地
域社会の理解が重要である。以前の地方教育行政に対す
る不信感や地域との乖離などを解決するため，平成１９年
に地方教育行政の組織及び運営に関する法律が改正され
教育委員会の体制充実の方途として「指導主事を置くよ
う努める」ことが明示された。「市町村教育委員会が直面
している課題と取り組みについて（２０１７）」によると，
徳島県市町村教育委員会の重要な教育課題は，事務局の
専門性であった。指導主事の役割は，学校訪問による知
識・技術の伝達にとどまらず，地域の教育課題を抽出し
解決の方策を講じながら教育活動の発展に努めることで
あるが，「市町村教育委員会の指導行政について（２０１８）」
によれば，指導主事の配置や指導主事数について市町村
間で大きなバラつきが明らかになっている。教職員の多
忙化解消に関しても，教育専門職たる指導主事の配置に
よる組織的な動きが一つの大きなカギになると考えられ
る。学習指導要領に基づく教育課程の適切な編成・実施，
学力向上，生徒指導の対応及び若い教員をどう育てるの
かなどに加え，多忙化解消等教職員の多様な要求に応え
るためには指導主事の果たす役割はますます重要になっ
ている。そして学校における働き方改革の推進には，保
護者や地域の理解や協力が不可欠である。多忙化解消支
援策を市町村の重要な政策として位置付けるためには，
学校設置者であり主宰者である首長を交えた市町村の総
合教育会議で協議することが重要になると考える。学校
現場の多忙化解消や市町村教育委員会事務局への指導主
事配置等の主要な教育施策を市町村の重要施策として全
庁的に推進していくことは，市町村教育行政の将来を展
望する上で早急に取り組むべきことであり，学校教育の
質を維持・向上させていくためには働き方改革が不可欠
である。
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表１　勤務実態調査実施
予定
なし未定
実施
予定
実施した
平成３０年度平成２９年度
０３０３２市 計
１６０２２町 村 計
１９０５４市 町 村 計
５.２４７.４０.０４７.４％
表２　勤務実態調査公表 （複数可）
市町村数
勤務実態調査公表
％計町村市
０.００００１自治体ホームページ
０.００００２自治体広報紙
６６.７６３３３公表していない
３３.３３１２４その他
―９４５計
表３　調査結果で負担感が大きい項目（複数可）
市町村数
調査結果で負担感が大きい項目
％計町村市
６６.７６４２１国や教育委員会からの調査やアンケートの対応
４４.４４１３２研修会や教育研究の事前レポートや報告書の作成
８８.９８３５３保護者・地域からの要望・苦情等への対応
１１.１１１０４児童・生徒・保護者アンケートの実施・集計
４４.４４２２５成績一覧表・通知表の作成，指導要録の作成
３３.３３１２６PTA活動に関する業務（参加・会計・事務処理）
２２.２２２０７月末の統計処理や教育委員会への報告文書
０.００００８備品・施設の点検整備，修繕
８８.９８４４９児童・生徒の問題行動への対応
０.００００１０週案・指導案の作成
２２.２２１１１１その他
―３８１９１９計
表４　調査結果で負担感が小さい項目（複数可）
市町村数
調査結果で負担感が小さい項目
％計町村市
２２.２２２０１教材研究，教材作成，授業（実験・学習）の準備
６６.７６４２２清掃指導，教室等の環境整備
７７.８７３４３朝学習，朝読書の指導，放課後学習の指導
４４.４４２２４副教材の採択（選定作業，採択委員会）
１１.１１０１５危機管理（不審者，学校侵入への対応）
１１.１１０１６学校行事の事前準備，当日の運営，後片付け
１１.１１１０７学校行事の年間計画の策定，各種行事の企画
０.００００８児童・生徒・保護者との教育相談
１１.１１１０９学年・学級通信の作成，掲示物等の作成・掲示
０.００００１０特別な支援が必要となる児童生徒への対応
０.００００１１その他
―２３１３１０計
表５　調査結果で平日の勤務時間外に多い仕事（複数可）
市町村数
調査結果で平日の時間外に多い仕事
％計町村市
５５.６５１４１教材研究・授業準備
４４.４４２２２提出物や成績の処理
１１.１１１０３課外授業・補習授業
３３.３３１２４試験問題の作成及び採点
３３.３３２１５児童・生徒指導
１００.０９４５６部活動の指導
１１.１１０１７学年・学級経営
４４.４４２２８学校行事の準備
２２.２２０２９校務分掌に係る業務
２２.２２１１１０資料や報告書の作成
１１.１１０１１１集金等の事務処理
５５.６５２３１２保護者・ＰＴＡ対応
０.００００１３その他
―４０１６２４計
表６　調査結果で休日に多い仕事 （複数可）
市町村数
調査結果で休日に多い仕事
％計町村市
３３.３３１２１教材研究・授業準備
４４.４４１３２提出物や成績の処理
０.００００３課外授業・補習授業
３３.３３１２４試験問題の作成及び採点
２２.２２１１５児童・生徒指導
１００.０９４５６部活動の指導
１１.１１０１７学年・学級経営
４４.４４１３８学校行事の準備
１１.１１１０９校務分掌に係る業務
１１.１１１０１０資料や報告書の作成
０.００００１１集金等の事務処理
２２.２２０２１２保護者・ＰＴＡ対応
０.００００１３その他
―３０１１１９計
表７　多忙化解消検討委員会の設置
予定なし未定設置予定設置済
０７１０市 計
１１０００町 村 計
１１７１０市 町 村 計
５.３８９.４５.３０.０％
表８　多忙化解消プラン策定
策定しない未定策定予定策定済
０６２０市 計
１１０００町 村 計
１１６２０市 町 村 計
５.３８４.２１０.５０.０％
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表９　多忙化解消周知方法 （複数可）
市町村数
多忙化解消周知方法
％計町村市
０.００００１宣言をした
１５.８３１２２研修をした
２６.３５３２３特にしなかった
５７.９１１７４４その他
―１９１１８計
表１０　多忙化解消根拠規定 （複数可）
市町村数
多忙化解消根拠規定
％計町村市
１０.５２０２１衛生管理規定
５.３１０１２健康障害防止対策要綱
１０.５２１１３県条例準用
２１.１４３１４その他
５７.９１１７４５基づく規定はない
―２０１１９計
表１１　教育委員会が考える多忙化原因　　（複数可）
市町村数
教育委員会が考える多忙化原因
％計町村市
１５.８３０３１個に応じた学習指導（課外授業を含む）
２１.１４１３２会議・打合せ
３６.８７４３３校務分掌に係る業務
６８.４１３７６４児童・生徒指導
４２.１８２６５特別な支援を要する児童生徒への対応　
３１.６６３３６学校行事　
５７.９１１５６７出張，研修会等への参加（資料準備を含む）
５７.９１１７４８各種調査，アンケート等の処理
２１.１４２２９各種大会，コンクールへの参加
２６.３５２３１０外部との連絡調整　
２１.１４１３１１提出物や成績の処理
２６.３５２３１２教材研究・教材の準備
４２.１８３５１３研究校，学校課題
８９.５１７１０７１４保護者への対応
９４.７１８１０８１５部活動の指導
１５.８３１２１６学年・学級経営
１５.８３１２１７学校内外の安全安心の確保
１５.８３２１１８ICT機器活用推進
２６.３５２３１９作品募集に係る業務
１０.５２０２２０学校評価，教職員評価
１０.５２０２２１集金等の事務処理　
０.００００２２その他
―１４２６５７７計
表１２　メンタルヘルス対策 （複数可）
市町村数
メンタルヘルス対策
％計町村市
５.３１１０１元職員を採用し相談体制をとっている
４２.１８５３２共済組合と連携し健康相談事業を行っている
３６.８７３４３その他
２６.３５４１４なし
―２１１３８計
表１３　多忙化解消支援策 （複数可）
市町村数
多忙化解消支援策
％計町村市
１０.５２１１１勤務時間の現状を把握するため出退勤システムの導入
７３.７１４８６２時間外勤務の意識の啓発
０.００００３勤務時間外の電話対応や家庭訪問等は行わない
８４.２１６１１５４夏季休業中等の学校完全閉庁日の設定
９４.７１８１０８５部活動休養日の設定
２６.３５２３６部活動指導員の増員
０.００００７登校時間の設定（生徒の早すぎる登校の制限）
１０.５２１１８その他
０.００００９なし
―５７３３２４計
表１４　意識改革の取り組み（自由記述のまとめ）
市町村数意識改革の取り組み
（自由記述のまとめ） ％計町村市
１０.５２１１管理職の意識改革に取り組んでいる
５.３１０１調査結果をもとに勤務時間の管理を促す
５.３１０１できることできないことをまとめる
１０.５２０２管理職が勤務時間を把握し指導する。
５.３１１０面接時に働き方の意識の向上を図っている。
５.３１１０町内全校順次タイムカード導入による意識の向上
１０.５２２０校長会で話し合うなど校長と連携し意識の向上
１０.５２２０各校で取り組む，検討してもらう
５.３１０１していない
３１.６６４２空白
―１９１１８計
表１５　部活動対策 （複数可）
市町村数
部活動対策
％計町村市
２１.１４２２１毎週１日　部活動を休みにしている
７８.９１５９６２毎週２日　部活動を休みにしている
０.００００３毎週３日　部活動を休みにしている
１０.５２１１４教諭以外の学校現場内の職員（講師や実習助手）による単独指導単独引率を認めている
１０.５２０２５その他
０.００００６なし
―２３１２１１計
№３４ １１３
表１６　事務処理対策 （複数可）
市町村数
事務処理対策
％計町村市
７３.７１４７７１校務用コンピュータの整備
７８.９１５７８２校内LANの整備
２１.１４０４３校務用コンピュータを用いて指導要録が作成できるような規定等の整備
５７.９１１６５４出欠管理・成績処理・通知票・指導要録の一元化を図る校務支援システムの整備
１５.８３０３５ICT活用研修
２１.１４１３６授業情報の共有
３６.８７４３７文書の様式や事務手続きの簡略化の推進
２６.３５４１８事務連絡等送付時の鑑の省略
３１.６６３３９学校徴収金の事務処理方法の改善
５.３１１０１０その他
０.００００１１なし
―７０３３３７計
表１７　研修改善策 （複数可）
市町村数
研修改善策
％計町村市
１０.５２０２１校外研修でサテライトがあれば，参加数を増やす
５.３１０１２校内研修で大学のテレビ会議システムを利用し，大学教員による質の高い研修を行う
５.３１０１３その他
８４.２１６１１５４なし
―２０１１９計
表１８　柔軟な働き方導入 （複数可）
市町村数
柔軟な働き方導入
％計町村市
０.００００１朝方勤務
０.００００２時差出勤（子育てのため・介護のため・長距離通勤のため・健康保持のため）
４７.４９４５３その他
５２.６１０７３４なし
―１９１１８計
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